


別記様式

政務調査事業報告書

１ 事 業 名
（１）自治政策講座 IN 盛岡｛災害の実際と地域防災・減災・復興の課題―

被災地で東日本大震災から学ぶ事｝
開催日 平成２４年１０月２５日～２６日
場 所 岩手県盛岡市放送大学岩手学習センター

（２）福島県鮫川村行政視察
開催日 平成２４年１０月２７日
場 所 福島県鮫川村一円

（３）NPO とつくる新しい公共シンポジウム
開催日 平成２５年３月１日
場 所 札幌市アステイ４５ １６階大研修室

２ 事業内容
（１) 第１講義 ２５日１３：３０～１５：３０

三陸沿岸の津波防災の取り組みと復興
斉藤徳美氏 （岩手県津波復興委員会総合企画委員会委員

長）
第２講義 ２５日１５：４５～１７：４５

岩手県災害対策本部の対応
越野修三氏 （岩手県防災危機管理監）
行政視察 ２６日８：００～１８：１０

岩手県東日本大震災復興状況視察
盛岡―遠野市―釜石港―釜石市街地―鵜住居地
区―大槌町―山田町―宮古市街―田老地区

（２）鮫川村の｛まめで達者な村づくり｝村長、議長、村職員より研修、村
内視察

（３）基調講演 NPO とつくる新しい公共
田尻佳史氏（日本 NPO センター常務理事、事務局長）
パネルデスカッション
田尻佳史氏
石井吉春氏（北海道大学公共政策大学院教授）
近江正隆氏（NPO 法人食の絆を育む会代表理事）
三膳時子氏（NPO 法人霧多布ナショナルトラスト理事長）
日浅尚子氏（北海道新聞営業統括本部マーケテングセンタ

ー長）
３ 成 果

別紙のとおり

注）１ 事業名には収支報告書の、２支出の科目区分により記入する。
（例～○○調査研究、○○研修、○○会議、○○地区広聴・・等）

２ 事業内容及び成果には、具体的な内容とその成果を記入のこと。



政務調査報告書
上ノ国町議会議員 片石鉄彦

（１）自治政策講座ＩＮ盛岡

第１講義 三陸沿岸の津波防災の取り組みと復興と題して放
送大学学長、岩手県津波復興委員会総合企画専門委員会委員長
の斉藤徳美氏が講演。冒頭津波の基礎知識と、津波のメッカと
して被害にあってきた三陸の対策から、岩手県の防災対策と復
興への課題、これからのまちづくりについて講演。明治、昭和
の三陸地震でも多くの犠牲者を出し、近年ではチリ地震もあり、
長きにわたり多くの津波被害を受けてきた。津波からまちを守
るにはハードだけでは無理で、津波てんでんこに代表される、

日頃の備えを培うソフト面の強化が重要となってくる。津波か
ら身を守るためには、避難の徹底と正確な知識を住民に理解し
てもらわなければならない。適切な避難を行えば津波は助かる
災害であることを痛感した。復興は迅速さと実効性が求められ
ることであり、重要なのは住民の声であり意思である。計画の
柱は「生業をどうするか」「安全をどうするか」にかかってい
る。生業があってはじめて人が集い、地域ができる。人口流出
を止めまちをつくるのは生業にかかっている。津波はまた来る
中で、防災対策としてのハードには限界がある。ハードとソフ
トを組み合わせた多重防災型のまちづくり計画が必要である。

第２講義「東日本大震災津波岩手県災害対策本部の対応」と題して岩手県総合防災
室防災危機管理監の越野修三氏が講演。岩手県の危機管理監として、震災時の県の行
動と、見えてきた課題、得られた教訓について講演。地震による被害は少なく、ほと
んどが津波による被害だった。津波は高いところで２０メートルあった所もあり、遡
上高は４０メートルに及ぶ想定をはるかに超えた震災だった。甚大な被害を受けた陸
前高田市、大槌町をはじめ釜石市や宮古市の田老地区のような強大な津波対策を講じ
てきた場所でも、想定を超える巨大災害に対しては、ハードに頼り切らないソフト面
も合わせた、防災対策の在り方が重要であることが明らかになった。岩手県はこれま
での訓練で震度５を超えると自動的に災害対策本部を立ち上げ、自衛隊への災害派遣
要請を行うように訓練を行っている。災害から１時間後には本部会議を行い、現状確
認、被害確認、知事の活動方針の確認を行った。阪神淡路の震災と比べて電気が８０

日近く復旧せず、燃料不足もあり予備電源が使えない中、電
話、衛星電話が不通となり情報の収集が困難となった。ほと
んど情報が入らない中、テレビの映像から情報を得ていたが、
具体的な被害状況がわからないため、消防や警察、自衛隊の
無線を通じて情報を得ていた。被害状況不明の中で判断する
には被害を予測して行動するしかない。この時縦割り行政は
大きな弊害となった。副知事をトップに縦割りの弊害を減ら
す組織構造の改変が役立った。非常事態には状況を判断し、
トップダウンで決定を行うことの重要さが知らされた。日本
ではじめての広域医療搬送やハザードマップを含めた避難の
ありかた、住民自治による避難所運営の課題、支援物資の問
題点、遺体の扱いと処理の広域連携の必要性、がれきの撤去

の仕方、自治体との新しい連携の在り方など、初動対応から見えてきた課題と教訓に
ついて講義を受けた。訓練計画に書いてあっても実際に訓練を行っているか否かによ
って大きな差があることを知らされた。災害対策本部に勤務する者の心得と共に危機
の対応を左右する４要素としてリーダの力量、危機対応能力の強化、危機対応設備の
整備に加え、危機の発生をイメージし、事前にその対処法を準備して、その実践に向



けて日頃から訓練することである。
行政視察「三陸沿岸の被災復興状況」

今回２９０㎞の道のりを、１０時間以上かけてバス３台に１２０名が分乗し、２名
の講師先生の案内で三陸沿岸の被災地を回った。１年９ヶ月も経過しているのに遅れ
ている復興、悲惨な惨状を目の当たりにし言葉もでなかった。以下行程の要所につい
て気のついたまま記す。

遠野市（遠野市後方支援センター）
三陸沿岸部への交通の要衝として以前から後方支援基地として計画、訓練されてい

た支援基地。沿岸部の陸路が寸断され、各種の災害支援がここを拠点に行われた。山
あいの中でたいした広さがないが公園や駐車場、グラウンドなどが危機に生かされて
いる。

釜石市
地盤沈下により波に洗われる釜石港。大型重機が入り

復興の兆しが感じられるものの、市街地を見れば未だ損
壊した住居が立ち並び、復興の遅れを感じずにいられな
い。

釜石市鵜住居地区（防災センター）

津波浸水地
域にあった防
災センター。
一挙に押し寄
せた津波で１
４０名以上と
もいわれる犠
牲者が出た場
所。地域の防
災訓練では同

センターを利用しており、多くの人が逃げ込んで亡くなられた。防災訓練の見直しが
今後必要となると指摘された。２階の天井まで泥で汚れ、犠牲者の無念が伝わる。参
加者で献花、黙祷を捧げた。日頃の防災訓練においても、正しい避難情報に基づいた
内容にしなければ命を守ることが出来ないと痛感した。

大槌町（城山公園、旧大槌町役場）
高台に

ある城山
公園には
見渡す限
り草原が
海岸線ま
で広がり、
かつての
賑わいを
見せた街
の様子が
想像でき

ない。旧大槌町役場は町長を含む３４名が犠牲になった。献花、黙祷を捧げご冥福を
祈り、一日も早い復興を願った。

宮古市田老（防潮堤など）
基底部の最大幅２５ｍ、地上高７．７ｍ、海面高１０ｍ、全長２．４㎞という大防

潮堤が５００ｍにわたって一瞬に破壊された。無惨に破壊された堤防の切れ間を見て、



ハードだけでなくソフト面の防災対策の重要性を痛感
した。

三陸沿岸の防潮堤のない地区では、日常避難訓練を
行っており、人的被害がなかったが、防潮堤のある地
区が、死傷者や行方不明者が多く出ている現状をみる
と、日常の訓練の大切さを痛感した。

（２）福島県鮫川村「まめで達者なむらづくり」
平成２４年１０月２７日 ８：３０～１４：００

８：３０、鮫川村議会関根政雄氏（議会運営委員長）の送
迎をうけ周辺視察、鮫川村役場にて大楽村長、前田議長、鏑
木企画調整課補佐より同政策の理念や経緯などの説明を受
け、各般にわたり意見交換。その後、村内視察調査をした。
鮫川村は福島県の南端、阿武隈山系南部の頂上部に位置する。
典型的な中山間地で標高は４００～７００ｍ、総面積の７６
％が山林である。産業産出額は１９８４年の２２億円をピー

クに２００４年には１２
億円に落ち込んでいる。
人口は４，０５１人、高齢化率３０．３％で畜産、
水稲、野菜、林業が主産業である。同村は福島原
子力発電所から８０ｋｍ内外のところにあり、農
産物の放射線の風評被害や、肉牛の肥育にも放射
線量の影響を受けている。また村内の学校などの
遊休資産を福祉施設や子育て施設などの転換を図
っている。以下「まめで達者なむらづくり」につ
いて述べる。

まめで達者なむらづくり事業では村役場が調整主体となって、６０歳以上の高齢者
を対象に大豆、エゴマ、小豆の生産を奨励し、安定した価格で買い支えている。買い
取った原料は全量を村内で製品化し、販売することで付加価値をつけ、「まめ達事業」
の原資に組み込んでいる。大豆部門の成果を概観すると、高齢生産者数は２００４年
は１０２戸、０５年は１３５戸、０６年は１７０戸と推移しているように、参加の輪
が着実に拡大している。また、直売所における大豆加工製品の販売額は０５年の５６
５万円から０６年の２，３４８万円、０７年は３，１８７万円と増加し、まめ達事業
の安定的な原資となっている。さらに特徴的な事だがまめ達事業によって高齢生産者
の役割が見直されるとともに、仕事が新たに生み出されたことが、働きがい、生きが
いへとつながり、医療費が軽減する効果ももたらしている。高齢生産者が増加し、元
気になったことで（０７年３３６人）医療費が軽減し一人当たり２３万８，８００円、
村全体で８，０２２万円の医
療費の削減につながったと推
測されている。同年の村全体
の総医療費が５億１，９５４
万円であったことを考慮すれ
ば、まめ達事業がなかった場
合と比較して１３．３％の医
療費が削減されていると推測
でき、きわめて大きな効果が
あったと評価されている。

直売施設 手まめ館



（３）ＮＰＯとつくる新しい公共シンポジュウム 平成２５年３月１日
１４：３０～１５：３０ 基調講演 「ＮＰＯとつくる新しい公共」と題して日

本ＮＰＯセンター常務理事、事務局長 田尻佳史氏よ
り解説。新しい公共の担い手としてのＮＰＯへの期待
が高まっている。しかし、知名度や活動の認知度など
はあまり高くない。ＮＰＯが新しい公共の担い手とし
て地域の課題解決に向けた活動を継続的に行っていけ
るようにするためには、市民や企業経営者に理解を深
めていただきながらマーケテイングの要素を取り入
れ、戦略的な活動を行っていくことが必要だ。

１６：００～１７：２５ パネルデスカッションとフロア質疑
コーディネーター 田尻佳史氏
パ ネ リ ス ト 石井吉春氏（北海道大学公共政策大学院教授）

近江正隆氏（NPO 食の絆を育む会代表理事）
三膳時子氏（NPO 霧多布湿原ナショナルトラスト理事長）
日浅尚子氏（北海道新聞社マーケテングセンター長）

ＮＰＯの活動の現状報告と課題について討論、その後参加者で質疑し散会。
公共施設の指定管理を担うためには、ＮＰＯの力量が足りないのでさらなる研鑽が

必要であると思われる。
以上報告いたします。


